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奈良市議案第２２号

令和２年度奈良市病院事業会計予算

　（総則）

第１条　令和２年度奈良市病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　１．病　　床　　数　　　　　　　　　　　　　　　　一 般 病 床� ３４９床

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　感染症病床� １床

　２．年 間 患 者 数

　　⑴　入　　　院� １１２，０５５人

　　⑵　外　　　来� ２１２，１３２人

　３．１日平均患者数

　　⑴　入　　　院� ３０７人

　　⑵　外　　　来� ７２４人

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　入

　第１款　病院事業収益� ８５４，５１９千円

　　第１項　　医 業 収 益� ４７，３８６千円

　　第２項　　医 業 外 収 益� ６４１，２０２千円

　　第３項　　看護師養成事業収益� １５０，９０７千円

　　第４項　　特 別 利 益� １５，０２４千円

支 　　　　　　　　出

　第１款　病院事業費用� ８９９，８００千円

　　第１項　　医 　 業 　 費 　 用� ７４４，５９２千円

　　第２項　　医 業 外 費 用� １，６４３千円

　　第３項　　看護師養成事業費用� １５１，５０５千円

　　第４項　　特 　 別 　 損 　 失� ５６０千円

　　第５項　　予　　　備　　　費� １，５００千円
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　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　入

　第１款　資本的収入� ２２４，２００千円

　　第１項　　企　　業　　債� ４０，０００千円

　　第２項　　補　　助　　金� １，４８２千円

　　第３項　　負　　担　　金� １８２，７１８千円

支　　　　　　　　出

　第１款　資本的支出� ２２４，２００千円

　　第１項　　建 設 改 良 費� ４１，４８２千円

　　第２項　　企業債償還金� １８２，７１８千円

　（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。
起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法

市立奈良病院
リニアック棟通路
改修事業費に充当

千円

40,000 証書借入

5.0％以内
（利率見直し方式に
より当該利率の見
直しを行った後に
おいては、見直し後
の利率とする。）

借入先の融資条件に
よる。ただし、企業
財政の都合により、
据置期間を短縮し、
若しくは繰上償還又
は低利に借り換える
ことができる。

　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、１，０００，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第�７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。

　　第１項　医 　 業 　 費 　 用

　　第２項　医 業 外 費 用

　　第３項　看護師養成事業費用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第�８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。

　⑴　職員給与費� ８８，３００千円
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　（他会計からの補助金）

第９条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、７１，６８２千円である。

　　令和２年２月２７日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲 川 元 庸
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附　　属　　書　　類

１．令和２年度　奈良市病院事業会計予算実施計画

２．令和２年度　奈良市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書

３．令和２年度　奈良市病院事業給与費明細書

４．令和２年度　奈良市病院事業予定貸借対照表

５．令和元年度　奈良市病院事業予定損益計算書

６．令和元年度　奈良市病院事業予定貸借対照表

７．令和２年度　奈良市病院事業会計予算事項別明細書

８．奈良市病院事業注記表
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令和２年度奈良市病院事業会計予算実施計画
収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　入

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備　　考

１．病院事業収益 854,519

１．医 業 収 益 47,386

１．他会計負担金 47,386 一般会計負担金

２．医業外収益 641,202

１．受 取 利 息 50 預金利息

２．補 助 金 55,153 国・県補助金

３．他会計補助金 28,600 一般会計補助金

４．他会計負担金 336,790 一般会計負担金

５．長期前受金戻入 215,013 受贈財産評価額長
期前受金戻入ほか

６．その他医業外収益 5,596 協会負担金ほか

３．看護師養成
事 業 収 益 150,907

１．他会計補助金 41,600 一般会計補助金

２．他会計負担金 55,424 一般会計負担金

３．その他看護師
養 成 収 益 53,883

授業料収入、入学
料収入、入学考査
料収入、手数料収
入

４．特 別 利 益 15,024

１．その他特別利益 15,024 負担金長期前受金
過年度収益化額
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支　　　　　出

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備　　考

１．病院事業費用 899,800

１．医 業 費 用 744,592

１．給 与 費 28,400 職員給与費

２．経 費 443,074 交付金等諸経費

３．減価償却費 273,118 有形固定資産減価�
償却費ほか

２．医業外費用 1,643

１．支払利息及び
企業債取扱諸費 1,643 企業債利息

３．看護師養成
事 業 費 用 151,505

１．看護師養成費 151,505
職員給与費、看護
専門学校業務委託
料ほか

４．特 別 損 失 560

１．過年度損益修正損 560

高等教育の修学支
援新制度による支
援対象者の入学料
減免分

５．予 備 費 1,500

１．予 備 費 1,500
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　入

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備　　考

１．資本的収入 224,200

１．企 業 債 40,000

１．企 業 債 40,000 病院事業債（施設）

２．補 助 金 1,482

１．他会計補助金 1,482 一般会計補助金

３．負 担 金 182,718

１．他会計負担金 47,391 一般会計負担金

２．負 担 金 135,327 協会負担金

支　　　　　出

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備　　考

１．資本的支出 224,200

１．建設改良費 41,482

１．施設改良費 40,000 工事請負費

２．固定資産購入費 1,482 リース資産購入費

２．企業債償還金 182,718

１．企業債償還金 182,718 企業債元金償還金
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令和２年度奈良市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

（単位：千円）

⑴　業務活動によるキャッシュ・フロー

　１　当年度純利益（△純損失）� △  45,281
　２　減価償却費� 273,118

　３　長期前受金戻入額� △  230,037
　４　受取利息� △  50
　５　支払利息及び企業債取扱諸費� 1,643

　６　未収金の増加（△）・減少額� 1,222

　７　未払金の増加・減少（△）額� 1,305

　８　その他流動負債の増加・減少（△）額� 103

　　　小計� 2,023

　　　受取利息� 50

　　　支払利息及び企業債取扱諸費� △  1,643
　　　業務活動によるキャッシュ・フロー� 430

⑵　投資活動によるキャッシュ・フロー

　１　有形固定資産取得・建設改良事業等実施額� △  40,000
　２　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入� 184,200

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー� 144,200

⑶　財務活動によるキャッシュ・フロー

　１　企業債による収入� 40,000

　２　企業債の償還による支出� △  182,718
　３　リース債務の返済による支出� △  1,482
　　　財務活動によるキャッシュ・フロー� △  144,200

資金増加額（又は減少額）� 430

資金期首残高� 383,997

資金期末残高� 384,427
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考

６
月
（
月
分
）

12
月
（
月
分
）

本
年

度
2.
25
0

2.
25
0

4.
50

有
一
般
会
計
と
同
じ

前
年

度
2.
22
5

2.
22
5

4.
45

有
一
般
会
計
と
同
じ

一
般
会
計
の
制
度

2.
25
0

2.
25
0

4.
50

有

　
　
　
一
般
行
政
職
（
特
定
任
期
付
職
員
）

区
　
　
分

支
給
期
別
支
給
率

支
給
率
計

（
月
分
）

職
制
上
の
段
階
、
職
務
の

級
等
に
よ
る
加
算
措
置

備
　
考

６
月
（
月
分
）

12
月
（
月
分
）

本
年

度
1.
70
0

1.
70
0

3.
40

有
一
般
会
計
と
同
じ

前
年

度
1.
67
5

1.
67
5

3.
35

有
一
般
会
計
と
同
じ

一
般
会
計
の
制
度

1.
70
0

1.
70
0

3.
40

有

注
　
特
定
任
期
付
職
員
は
、
期
末
手
当
の
み

　
⑹
　
そ
の
他
の
手
当

区
分

一
般
会
計
の
制
度
と
の
異
同

差
異
の
内
容

扶
養

手
当

同
じ

地
域

手
当

同
じ

住
居

手
当

同
じ

通
勤

手
当

同
じ
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令和２年度奈良市病院事業予定貸借対照表
（令和３年３月３１日）

（単位：千円）

資 産 の 部

　1．固 定 資 産

　 ⑴　有 形 固 定 資 産

イ　土 地 1,966,681

ロ　立 木 732

ハ　建 物 3,427,160

　　減 価 償 却 累 計 額 △ 502,853 2,924,307
ニ　建 物 附 属 設 備 2,731,245

　　減 価 償 却 累 計 額 △ 1,059,033 1,672,212
ホ　構 築 物 81,318

　　減 価 償 却 累 計 額 △ 32,904 48,414

ヘ　機 器 備 品 258,435

　　減 価 償 却 累 計 額 △ 243,865 14,570

ト　機 械 及 び 装 置 74,890

　　減 価 償 却 累 計 額 △ 44,889 30,001

チ　建 設 仮 勘 定  41,800
　　　 有 形 固 定 資 産 合 計 6,698,717

　 ⑵　無 形 固 定 資 産

イ　リ ー ス 資 産  5,320
　　　 無 形 固 定 資 産 合 計  5,320
　　 固 定 資 産 合 計 6,704,037

　2 ．流 動 資 産

　 ⑴　現 金 預 金 384,427

　 ⑵　未 収 金 38,662

　　　 貸 倒 引 当 金 △ 1,134   37,528
　　 流 動 資 産 合 計  421,955
　　 資 産 合 計  7,125,992
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負 債 の 部

　3．固 定 資 産

　 ⑴　企 業 債

イ　建設改良等の財源に充てる企業債  3,839,469
　企 業 債 合 計 3,839,469

　 ⑵　リ ー ス 債 務  3,455
固 定 負 債 合 計 3,842,924

　4 ．流 動 負 債

　 ⑴　企 業 債

イ　建設改良等の財源に充てる企業債  182,287
　企 業 債 合 計 182,287

　 ⑵　リ ー ス 債 務 1,467

　 ⑶　未 払 金 88,414

　 ⑷　預 り 金  386
流 動 負 債 合 計 272,554

　5 ．繰 延 収 益

　 ⑴　長 期 前 受 金 3,098,767

　 ⑵　収 益 化 累 計 額 △ 943,989
繰 延 収 益 合 計  2,154,778

　　 負 債 合 計  6,270,256

資 本 の 部

　6．資　　本　　金 1,354

　7 ．剰　　余　　金

　 ⑴　資 本 剰 余 金

イ　受 贈 財 産 評 価 額 1,840,000

ロ　負 担 金  444,195
　資 本 剰 余 金 合 計 2,284,195

　 ⑵　利 益 剰 余 金

イ　当 年 度 未 処 理 欠 損 金  1,429,813
　欠 損 金 合 計  1,429,813
剰 余 金 合 計  854,382
資 本 合 計  855,736
負 債 資 本 合 計  7,125,992
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令和元年度奈良市病院事業予定損益計算書
（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

（単位：千円）

　1．医 業 収 益

　 ⑴　他 会 計 負 担 金 46,922 46,922

　2 ．医 業 費 用

　 ⑴　給 与 費 26,200

　 ⑵　経 費 448,550

　 ⑶　減 価 償 却 費 272,822 747,572

医 業 損 失 700,650

　3 ．医 業 外 収 益

　 ⑴　受 取 利 息 50

　 ⑵　補 助 金 59,212

　 ⑶　他 会 計 補 助 金 26,400

　 ⑷　他 会 計 負 担 金 339,352

　 ⑸　長 期 前 受 金 戻 入 205,101

　 ⑹　そ の 他 医 業 外 収 益 8,625 638,740

　4 ．看護師養成事業収益

　 ⑴　他 会 計 補 助 金 7,400

　 ⑵　他 会 計 負 担 金 61,213

　 ⑶　そ の 他 看 護 師 養 成 収 益 52,804 121,417

　5 ．医 業 外 費 用

　 ⑴　支払利息及び企業債取扱諸費 5,451 5,451

　6 ．看護師養成事業費用

　 ⑴　看 護 師 養 成 費 121,877 121,877 632,829

経 常 損 失 67,821

　7 ．特 別 利 益

　 ⑴　そ の 他 特 別 利 益 14,668 14,668 14,668

　　 当 年 度 純 損 失 53,153

　　 前 年 度 繰 越 欠 損 金 1,331,379

　　 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 1,384,532
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令和元年度奈良市病院事業予定貸借対照表
（令和２年３月３１日）

（単位：千円）

資 産 の 部

　1．固 定 資 産

　 ⑴　有 形 固 定 資 産

イ　土 地 1,966,681

ロ　立 木 732

ハ　建 物 3,427,160

　　減 価 償 却 累 計 額 △ 422,656 3,004,504

ニ　建 物 附 属 設 備 2,731,245

　　減 価 償 却 累 計 額 △ 882,528 1,848,717

ホ　構 築 物 81,318

　　減 価 償 却 累 計 額 △ 26,434 54,884

ヘ　機 器 備 品 258,435

　　減 価 償 却 累 計 額 △ 242,882 15,553

ト　機 械 及 び 装 置 74,890

　　減 価 償 却 累 計 額 △ 37,408 37,482

チ　建 設 仮 勘 定 1,800

　有 形 固 定 資 産 合 計 6,930,353

　 ⑵　無 形 固 定 資 産

イ　リ ー ス 資 産 6,802

　無 形 固 定 資 産 合 計 6,802

固 定 資 産 合 計 6,937,155

　2 ．流 動 資 産

　 ⑴　現 金 預 金 383,997

　 ⑵　未 収 金 39,884

　貸 倒 引 当 金 △ 1,134 38,750

流 動 資 産 合 計 422,747

資 産 合 計 7,359,902
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負 債 の 部
　3．固 定 負 債

　 ⑴　企 業 債

イ　建設改良等の財源に充てる企業債 3,981,841

　企 業 債 合 計 3,981,841

　 ⑵　リ ー ス 債 務 4,937

固 定 負 債 合 計 3,986,778

　4 ．流 動 負 債

　 ⑴　企 業 債

イ　建設改良等の財源に充てる企業債 182,633

　企 業 債 合 計 182,633

　 ⑵　リ ー ス 債 務 1,467

　 ⑶　未 払 金 87,109

　 ⑷　預 り 金 283

流 動 負 債 合 計 271,492

　5 ．繰 延 収 益

　 ⑴　長 期 前 受 金 2,933,489

　 ⑵　収 益 化 累 計 額 △ 713,952
繰 延 収 益 合 計 2,219,537

負 債 合 計 6,477,807

資 本 の 部
　6．資　　本　　金 1,354

　7 ．剰　　余　　金

　 ⑴　資 本 剰 余 金

イ　受 贈 財 産 評 価 額 1,840,000

ロ　負 担 金 425,273

　資 本 剰 余 金 合 計 2,265,273

　 ⑵　利 益 剰 余 金

イ　当 年 度 未 処 理 欠 損 金 1,384,532

　欠 損 金 合 計 1,384,532

剰 余 金 合 計 880,741

資 本 合 計 882,095

負 債 資 本 合 計 7,359,902
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令
和
２
年
度
奈
良
市
病
院
事
業
会
計
予
算
事
項
別
明
細
書

収
益
的
収
入
及
び
支
出

収
　
　
　
　
　
入

款
　
項

目
本
年
度

前
年
度

比
較

節
説
　
　
　
　
明

区
　
　
分

金
　
額

１
．
病
院
事
業
収
益

千
円

85
4,
51
9

千
円

82
1,
74
3

千
円

32
,7
76

千
円

　
　
１
．
医
業
収
益

47
,3
86

46
,9
22

46
4

１
．
他
会
計
負
担
金

47
,3
86

46
,9
22

46
4
一
般
会
計
負
担
金

47
,3
86

特
別
交
付
税
相
当
分
（
救
急
関
係
）
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款
　
項

目
本
年
度

前
年
度

比
較

節
説
　
　
　
　
明

区
　
　
分

金
　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

　
２
．
医
業
外
収
益

64
1,
20
2

63
8,
73
7

2,
46
5

１
．
受
取
利
息

50
50

0
預
金
利
息

50
２
．
補
助
金

55
,1
53

59
,2
12

△
 4
,0
59

国
庫
補
助
金

19
,3
68

医
師
臨
床
研
修
費
�

17
,5
35
 

産
科
医
等
育
成
・
確
保
支
援
事
業
�
1,
83
3 

県
補
助
金

35
,7
85

小
児
科
病
院
輪
番
体
制
参
加
病
院
運
営
費
�
9,
46
8

へ
き
地
医
療
拠
点
病
院
運
営
費
�

2,
08
3

病
院
内
保
育
所
運
営
費
�

1,
01
9

産婦
人科
病院
一次
輪番
体制
参加
病院
運営
費�
9,
89
5

看
護
職
員
資
質
向
上
支
援
事
業
�

50
0

が
ん
診
療
連
携
拠
点
病
院
機
能
強
化
事
業
�
10
,1
35

新
人
看
護
職
員
研
修
事
業
�

74
5

感
染
症
指
定
医
療
機
関
運
営
事
業
�

57
1

救
急
救
命
士
病
院
実
習
受
入
促
進
事
業
�
1,
36
9

３
．
他
会
計
補
助
金

28
,6
00

26
,4
00

2,
20
0
一
般
会
計
補
助
金

28
,6
00

職
員
給
与
費
ほ
か

４
．
他
会
計
負
担
金

33
6,
79
0

33
9,
35
2

△
 2
,5
62

一
般
会
計
負
担
金

33
6,
79
0
普
通
交
付
税
相
当
分
�

33
2,
10
5

特
別
交
付
税
相
当
分（
感
染
症
医
療
関
係
）�
4,
25
1

企
業
債
償
還
利
息
市
負
担
金
�

43
4

５
．
長
期
前
受
金
戻
入

21
5,
01
3

20
5,
10
1

9,
91
2
長
期
前
受
金
戻
入

21
5,
01
3
受
贈
財
産
評
価
額
長
期
前
受
金
戻
入
ほ
か

６
．
そ
の
他
医
業
外
収
益

5,
59
6

8,
62
2

△
 3
,0
26

そ
の
他
医
業
外
収
益

5,
59
6
病
院
群
輪
番
制
�

2,
12
4

財
産
使
用
料
�

2,
26
3

企
業
債
償
還
利
息
協
会
負
担
金
�

1,
20
9
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款
　
項

目
本
年
度

前
年
度

比
較

節
説
　
　
　
　
明

区
　
　
分

金
　
額

　
３
．
看
護
師
養
成

　
　
　
事
業
収
益

千
円

千
円

千
円

千
円

15
0,
90
7

12
1,
41
6

29
,4
91

１
．
他
会
計
補
助
金

41
,6
00

7,
40
0

34
,2
00

一
般
会
計
補
助
金

41
,6
00

職
員
給
与
費

２
．
他
会
計
負
担
金

55
,4
24

61
,2
13

△
 5
,7
89

一
般
会
計
負
担
金

55
,4
24

普
通
交
付
税
相
当
分

３
．
その
他看
護師
養成
収益

53
,8
83

52
,8
03

1,
08
0

そ
の
他
看
護
師
養
成
収
益

53
,8
83

授
業
料
収
入
�

46
,0
80

入
学
料
収
入
�

5,
00
0

入
学
考
査
料
収
入
�

2,
80
0

証
明
書
手
数
料
収
入
�

3
　
４
．
特
別
利
益

15
,0
24

14
,6
68

35
6

１
．
そ
の
他
特
別
利
益

15
,0
24

14
,6
68

35
6
そ
の
他
特
別
利
益

15
,0
24

負
担
金
長
期
前
受
金
　
過
年
度
分
収
益
化
額
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支
　
　
　
　
　
出

款
　
項

目
本
年
度

前
年
度

比
較

節
説
　
　
　
　
明

区
　
　
分

金
　
額

１
．
病
院
事
業
費
用

千
円

千
円

千
円

千
円

89
9,
80
0

87
6,
40
0

23
,4
00

　
１
．
医
業
費
用

74
4,
59
2

74
7,
57
2

△
 2
,9
80

１
．
給
与
費

28
,4
00

26
,2
00

2,
20
0
給
料

12
,6
53

一
般
職
給
�

職
員
３
名

職
員
手
当

10
,9
20

扶
養
手
当
�

19
8

地
域
手
当
�

1,
36
0

通
勤
手
当
�

34
2

時
間
外
勤
務
手
当
�

2,
37
7

管
理
職
手
当
�

74
7

管
理
職
員
特
別
勤
務
手
当
�

27
期
末
手
当
�

3,
39
7

勤
勉
手
当
�

2,
44
8

特
殊
勤
務
手
当
�

24
法
定
福
利
費

4,
82
7
市
町
村
職
員
共
済
組
合
負
担
金

２
．
経
費

44
3,
07
4

44
8,
55
0

△
 5
,4
76

報
償
費

30
0
市
立
奈
良
病
院
運
営
市
民
会
議
委
員
報
償
費

旅
費
交
通
費

44
普
通
旅
費

消
耗
品
費

17
5
事
務
用
消
耗
品
費

印
刷
製
本
費

24
0
帳
票
印
刷
費

修
繕
料

20
0
備
品
修
繕
費

保
険
料

21
0
建
物
・
機
器
災
害
共
済
保
険
料

賃
借
料

77
0
パ
ー
ソ
ナ
ル
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
等
借
上
料
�
17
4

企
業
会
計
サ
ー
バ
借
上
料
�

59
6

通
信
運
搬
費

30
切
手
代

諸
会
費

86
自
治
体
病
院
開
設
者
協
議
会
負
担
金
�
58

自
治
体
病
院
経
営
講
習
会
�

10
エ
ネ
ル
ギ
ー
管
理
者
講
習
会
�

18
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款
　
項

目
本
年
度

前
年
度

比
較

節
説
　
　
　
　
明

区
　
　
分

金
　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

交
付
金

44
1,
01
9
運
営
交
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金
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通・
特別
交付
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、国
・県
補助
金、
病院
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番制
）

３
．
減
価
償
却
費

27
3,
11
8

27
2,
82
2

29
6
有
形
固
定
資
産

27
1,
63
6
建
物
減
価
償
却
費
�

80
,1
96

減
価
償
却
費

建
物
附
属
設
備
減
価
償
却
費
�

17
6,
50
5

構
築
物
減
価
償
却
費
�

6,
47
0

機
器
備
品
減
価
償
却
費
�

98
3

機
械
及
び
装
置
減
価
償
却
費
�

7,
48
2

無
形
固
定
資
産

1,
48
2
リ
ー
ス
資
産
減
価
償
却
費

減
価
償
却
費

　
２
．
医
業
外
費
用

1,
64
3

5,
45
1

△
 3
,8
08

１
．
支
払
利
息
及
び

1,
64
3

5,
45
1

△
 3
,8
08

　
　
企
業
債
取
扱
諸
費

企
業
債
利
息

1,
64
3
市
負
担
金
43
4　
協
会
負
担
金
1,
20
9

　
３
．
看
護
師
養
成

15
1,
50
5

12
1,
87
7

29
,6
28

　
　
　
事
業
費
用

１
．
看
護
師
養
成
費

15
1,
50
5

12
1,
87
7

29
,6
28

給
料

17
,1
94

一
般
職
給
�

職
員
３
名

職
員
手
当

36
,7
30

地
域
手
当
�

1,
81
0

住
居
手
当
�

64
8

通
勤
手
当
�

63
3

時
間
外
勤
務
手
当
�

50
7

管
理
職
手
当
�

89
8

管
理
職
員
特
別
勤
務
手
当
�

36
期
末
手
当
�

5,
44
5

勤
勉
手
当
�

1,
98
5

特
殊
勤
務
手
当
�

24
退
職
手
当
�

24
,7
44

法
定
福
利
費

5,
97
6
市
町
村
職
員
共
済
組
合
負
担
金
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款
　
項

目
本
年
度

前
年
度

比
較

節
説
　
　
　
　
明

区
　
　
分

金
　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

報
償
費

50
学
校
関
係
者
評
価
委
員
会
委
員
報
償
費

旅
費
交
通
費

26
0
普
通
旅
費

消
耗
品
費

10
事
務
用
消
耗
品
費

燃
料
費

22
ガ
ソ
リ
ン
購
入
費

保
険
料

21
建
物
・
機
器
災
害
共
済
保
険
料

賃
借
料

20
4
リ
ー
ス
車
両
代

委
託
料

91
,0
04

看
護
専
門
学
校
業
務
委
託
料

使
用
料

2
有
料
道
路
通
行
料
（
関
西
圏
学
校
訪
問
用
）

諸
会
費

32
看
護
学
校
協
議
会
等
参
加
費

　
４
．
特
別
損
失

56
0

0
56
0

１
．
過
年
度
損
益
修
正
損

56
0

0
56
0
過
年
度
損
益
修
正
損

56
0

高等
教育

の修
学支

援新
制度

によ
る支

援対
象者

の入
学料

減免
分

　
５
．
予
備
費

1,
50
0

1,
50
0

0
１
．
予
備
費

1,
50
0

1,
50
0

0
予
備
費

1,
50
0
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資
本
的
収
入
及
び
支
出

収
　
　
　
　
　
入

款
　
項

目
本
年
度

前
年
度

比
較

節
説
　
　
　
　
明

区
　
　
分

金
　
額

１
．
資
本
的
収
入

千
円

千
円

千
円

千
円

22
4,
20
0

18
5,
70
0

38
,5
00

　
１
．
企
業
債

40
,0
00

1,
80
0

38
,2
00

１
．
企
業
債

40
,0
00

1,
80
0

38
,2
00

企
業
債

40
,0
00

市
立
奈
良
病
院
リ
ニ
ア
ッ
ク
棟
通
路
改
修
事
業

（
内
訳
）

　
工
事
請
負
費
�

40
,0
00

　
２
．
補
助
金

1,
48
2

1,
58
0

△
 9
8

　
１
．
他
会
計
補
助
金

1,
48
2

1,
58
0

△
 9
8
一
般
会
計
補
助
金

1,
48
2
リ
ー
ス
資
産
購
入
費

　
３
．
負
担
金

18
2,
71
8

18
2,
32
0

39
8

１
．
他
会
計
負
担
金

47
,3
91

47
,3
42

49
一
般
会
計
負
担
金

47
,3
91

企
業
債
元
金
償
還
金
市
負
担
金

２
．
負
担
金

13
5,
32
7

13
4,
97
8

34
9

企
業
債
元
金
償
還
金

協
会
負
担
金

13
5,
32
7
企
業
債
元
金
償
還
金
協
会
負
担
金
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支
　
　
　
　
　
出

款
　
項

目
本
年
度

前
年
度

比
較

節
説
　
　
　
　
明

区
　
　
分

金
　
額

１
．
資
本
的
支
出

千
円

千
円

千
円

千
円

22
4,
20
0

18
5,
70
0

38
,5
00

　
１
．
建
設
改
良
費

41
,4
82

3,
38
0

38
,1
02

１
．
施
設
改
良
費

40
,0
00

1,
80
0

38
,2
00

工
事
請
負
費

40
,0
00

市
立
奈
良
病
院
リ
ニ
ア
ッ
ク
棟
通
路
改
修
事
業

２
．
固
定
資
産
購
入
費

1,
48
2

1,
58
0

△
 9
8
リ
ー
ス
資
産
購
入
費

1,
48
2
リ
ー
ス
資
産
購
入
費

　
２
．
企
業
債
償
還
金

18
2,
71
8

18
2,
32
0

39
8

１
．
企
業
債
償
還
金

18
2,
71
8

18
2,
32
0

39
8
企
業
債
償
還
金

18
2,
71
8
企
業
債
元
金
償
還
金

（
市
負
担
金
47
,3
91
　
協
会
負
担
金
13
5,
32
7）
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奈良市病院事業注記表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１　固定資産の減価償却の方法

　　⑴　有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　・減価償却の方法　定額法

　　　　・主な耐用年数

　　　　　　建物　３９年

　　　　　　建物附属設備　８～１７年

　　　　　　構築物　１０～１７年

　　　　　　機器備品　２～１５年

　　　　　　機械及び装置　９年

　　⑵　リース資産

　　　　・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

　２　引当金の計上方法

　　⑴�　職員の退職手当については、退職時に一般会計が負担する取扱いとしているため、

退職給付引当金は計上していない。

　　⑵�　職員の賞与及び修繕料については、一般会計が負担する取扱いとしているため、

賞与引当金及び修繕引当金は計上していない。

　　⑶�　未収債権の不納欠損による損失に備えるため、回収実績額等により、回収不能見

込額を計上している。

　３　消費税等の会計処理

　　⑴�　消費税及び地方消費税の会計処理は、免税事業者のため、税込方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表に関する注記

　１　企業債の償還に係る他会計の負担

　　⑴�　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１

年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計の負担見込額は１，０４０，０

１０千円である。



•29•

Ⅲ．セグメント情報の開示
　１　報告セグメントの概要
　　⑴�　奈良市病院事業は病院及び看護専門学校を運営しており、各施設で運営方針等を

決定していることから、それらを報告セグメントとしている。
　　　　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容

病院 病院事業

看護専門学校 看護師養成事業

　２　報告セグメントごとの営業収益等
（単位：千円）

病院 看護専門学校 合計

事業収益 47,386 150,907 198,293

事業費用 746,092 151,505 897,597

事業損益 △ 698,706 △ 598 △ 699,304
経常損益 △ 44,123 △ 1,158 △ 45,281
セグメント資産 6,980,117 145,726 7,125,843

セグメント負債 6,141,540 128,567 6,270,107

その他の項目

　　　他会計繰入金 457,145 101,528 558,673

　　　減価償却費 272,135 983 273,118

Ⅳ．リース契約により使用する固定資産
　１　リース取引の処理方法
　　⑴�　リース料総額が３００万円超のファイナンス・リース取引については、通常の売

買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。
　　⑵�　リース料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

　２�　賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リー
ス料相当額

　　　　　１年内　　　　７７０千円
　　　　　１年超　　１，１７８千円
　　　　　　計　　　１，９４８千円




